
 

蚕糸・絹業提携支援緊急対策事業実施要領 

 

平成 20 年２月６日付け 19 生産第 7661 号 

農林水産省生産局長通知 

一部改正 平成 26 年３月 24 日付け 25 生産第 3444 号 

農林水産省生産局長通知 

 

第１ 趣旨   

蚕糸・絹業提携支援緊急対策事業実施要綱（平成 20 年 2 月 6 日付け 19 生産第

7660 号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づく蚕糸・

絹業提携支援緊急対策事業（以下「本事業」という。）の実施については、実施

要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 本 要 領 に 定 め る と こ ろ に よ る 。                     

        

 

第２ 提携支援団体等 

  １  実施要綱第２の１の（１）の提携支援団体は、別に定める公募要領により選定

された団体とする。 

 ２ 実施要綱第２の３の（２）の業務方法書は、次の事項を記載するものとする。 

（１）提携支援基金の造成及び管理に関すること 

（２）事業の実施体制に関すること 

（３）助成金の交付に関すること（助成金に係る国と提携支援団体の負担区分に関 

  することを含む。） 

（４）その他本事業に係る業務運営に必要なこと 

 

第３ 蚕糸・絹業提携システムの承認 

 １ 提携システム確立事業計画の承認 

   実施要綱第３の２の事業の助成を受けようとする事業実施主体は、別記様式第

１号により提携システム確立事業計画書を策定し、提携支援団体の承認を受ける

ものとする。 

 

 ２ 事業推進委員会の開催 

      提携支援団体は、実施要綱第３の２の事業の実施にあたり、有識者で構成する

事業推進委員会を開催し、事業実施主体が提携支援団体に提出した提携システム

確立事業計画書に対する意見を聴取し、以下の要件にすべて適合すると認められ

る場合には、当該提携システム確立事業計画の承認を行うものとする。 

（１）国産繭・生糸の希少性を活かした高品質な純国産絹製品づくりを通じて、従前

の繭代補てん対策からの脱却が可能なものとなっていること。 

（２）養蚕農家、製糸業者、絹織物業者、流通・小売業者等との提携体制が確立さ 



 れ、事業実施主体における会計規程等が整備されていること。 

（３）構成員の役割分担や事業活動等に関して規約又は契約書が策定されているこ

と。 

（４）養蚕農家に支払う繭代について、養蚕農家の再生産が可能な水準以上の繭代が

保証されていること。 

 

第４ 蚕糸・絹業提携システム形成支援事業 

提携支援団体は、以下の取組を行うものとする。なお、２の事業にあっては、

その一部を他の事業者に委託して実施することができる。 

１ 提携システム構築コーディネート事業 

（１）川上・川下に係る情報の収集及び提供 

養蚕業・製糸業、絹織物業、生糸流通業、小売業等の各段階における製品の

生産、流通、消費動向等に関する情報を収集し、提携システムを構築しようと

する者に広く提供するものとする。 

（２）提携システム構築のための相談及び指導 

提携システムへの参加を希望する養蚕農家、製糸業者、絹織物業者等からの相談

に応じ、適切な指導及び助言を行うものとする。 

（３）蚕糸・絹業情報交換会の開催 

提携システムの構築を支援するため、養蚕、絹織物等の主産地において蚕糸

・絹業情報交換会を開催するものとする。 

（４）コーディネーターの派遣 

提携システムを構成する事業者間の調整を行うコーディネーターを提携支援

団体に登録し、養蚕、絹織物等の主産地に派遣する。 

 

２ 提携システム構築バックアップ事業 

（１）養蚕用資材の安定供給 

輸入品と差別化された純国産絹製品づくりの取組を継続的に実施するため、

養蚕用資材（桑収穫機、条払機、収繭毛羽取機等）の安定供給に向けた取組を

支援する。 

（２）純国産絹製品の試作及び評価 

輸入品と差別化され消費者に評価される純国産絹製品を生産するため、試作

品の製作、消費者モニター評価等を行う。 

（３）純国産絹製品等の普及及び啓発 

大手小売店等の協力を得て、試作した純国産絹製品を全国の主要な都市にお

いて展示・ＰＲを行う。 

（４）純国産絹マークの管理及び普及 

純国産絹マークの普及徹底を図るため、現地調査を通じて純国産絹マークが

適正に使用されているか把握するとともに、養蚕農家、製糸業者、絹織物業者、

生糸流通業者、小売業者等からなる協議会を開催し、マークの普及促進、ＰＲ



活動等を行う。 

（５）その他の取組 

その他蚕糸・絹業提携システムにより輸入品と差別化された純国産絹製品づ

くりを確立しようとする関係者の取組が円滑に行われるよう必要な支援を行

う。 

 

 ３ 純国産絹製品づくり条件整備事業 

（１）実施要綱第３の１の（１）の③のアに規定する稚蚕共同飼育所の再編整備の

内容は、以下に掲げるものとする。 

ア 稚蚕共同飼育所の再編整備・利用調整計画の策定 

イ 小ロット・多蚕品種飼育に対応した飼育施設の増改築、空調設備等の新・

増設及び廃棄 

ウ 稚蚕共同飼育所の統廃合のための設備の新設及び廃棄 

エ 広域配蚕に対応した機材整備 

オ その他農林水産省生産局長（以下「生産局長」という。）が特に必要と認

めた事項 

（２）実施要綱第３の１の（１）の③のイに規定する稚蚕の飼育に必要な経費の助

成単価は、１箱当たり以下の金額を限度とする。 

平成 26 年度 ７千円 

平成 27 年度 ６千円 

平成 28 年度 ５千円 

（３）実施要綱第３の１の（１）の③のウに規定する機械・機材は、以下に掲げる

ものとする。 

① 特殊生糸等繰糸機 

② 特殊乾繭用装置 

③ 小ロット対応織機 

④ その他純国産絹製品づくりに必要な特に生産局長が認める機械 

（４）実施要綱第３の１の（１）の③のウに規定する技術実証の内容は、以下に掲

げるものとする。 

ア 生産性向上技術の実証 

イ 高品質化・高付加価値技術の実証 

  

第５ 蚕糸・絹業提携システム確立対策事業 

１ 第３の１の承認を受けた事業実施主体は、下表に定める取組のうち、項目とし

て２以上、取組内容として５以上の取組を実施する場合に限り、提携支援団体が

定める業務方法書の助成金の交付を受けることができる。 

 

 

 



  項  目      取   組   内   容 

①繭生産段階 

 

 

 

 

 

ア 優良蚕品種に係る稚蚕の増殖 

イ 優良蚕品種への転換 

ウ 選繭の徹底等による品質向上対策 

エ 蚕室環境の改善による病蚕の抑制 

オ 技術研修や市場調査の実施 

カ その他飼育方法の改善、改良等 

②製糸段階 

 

 

 

 

ア 選繭の徹底 

イ 繰糸機の改良及び維持管理の徹底 

ウ 低速繰糸等による繰糸方法の改良 

エ 生糸等の試作品の製作及び供給 

オ その他製糸方法の改善、改良等 

③絹織物・流通・ 小

売段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 製品の企画、改良等に係る川上・川下関係者との情

報交換 

イ 織技術や精練加工技術の改良及び技術研修 

ウ 生地試作品の作成及び配布 

エ 原料生糸の安定的な確保のための在庫保有 

オ 染め技術の改良及び技術研修 

カ 染色生地の試作品の作成及び配布 

キ パンフレットやポスター等の作成及び配布 

ク 顧客の産地・工場見学会等の企画及び実施 

ケ 製品に関する売場職員研修 

コ その他純国産絹製品の販売促進等 

 

第６ 事務手続 

 １ 事業計画の提出等 

実施要綱第３の１の（１）の①及び②の事業実施に当たっては、提携支援団体

は別記様式第２号により事業計画を策定するものする。 

また、実施要綱第３の１の（１）の③及び実施要綱第３の２の事業の事業計画の

承認及び助成金の交付申請は、実施要綱第３の１の（１）の③の事業にあって

は別記様式第３号、実施要綱第３の２の事業にあっては別記様式第４号により、

提携支援団体に正副２部提出して行うものとする。 

 

 ２ 事業計画の承認及び助成金の交付決定 

実施要綱第４の１の（２）の事業計画の承認及び助成金の交付決定は、別記様

式第６号により行うものとする。 

 

 ３ 事業計画の協議 

実施要綱第４の１の（３）の生産局長との協議は、別記様式第５号により行う



ものとする。 

 

 ４ 助成金の請求 

   実施要綱第４の２の規定により、提携支援団体から、概算払を受けようとする

場合は、別記様式第７号により行うものとする。 

 

 ５ 事業の実績報告等 

（１）提携支援団体は、実施要綱第３の１の（１）の①及び②の事業の実績報告を、

原則として、事業実施計画を策定した年度の翌年度の４月末日までに別記様式

第８号により作成するものとする。 

（２）実施要綱第３の１の（１）の③及び実施要綱第３の２の事業を実施した事業実

施主体は、当該事業に係る実績報告を、原則として、事業実施計画を策定した年

度の翌年度の４月末日までに、実施要綱第３の１の（１）の③の事業にあっては

別記様式第９号、実施要綱第３の２の事業にあっては別記様式第 10 号により、提

携支援団体に正副２部提出するものとする。 

（３）提携支援団体は、（２）により事業実施主体から実績報告書の提出があった

場合には、当該事業内容を審査の上、速やかに補助金の額を確定し、別記様式

第 11 号により通知するものとする。 

（４）提携支援団体は、実施要綱第５の２の規定に基づき、（１）及び（２）の実

績報告を取りまとめた上、別記様式第 12 号により、報告に係る年度の翌年度の

５月末日までに生産局長に報告するものとする。 

 

第７ その他 

 １ 生産局長は、本事業の運営上必要な限度において、事業実施主体の経理内容等

を調査し、本事業に関する書類等の閲覧を求めることができる。 

 ２ 生産局長は、本事業の運営上必要な限度において、事業実施主体に対し、本事

業の経理内容が明確になるよう、所要の指導を行うことができる。 

 ３ 事業実施主体は、本事業に関する帳簿及び証拠書類又は証拠物を、各事業年度

ごとに、事業が終了した年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならな

い。  

 

附 則 

  １ この通知は、平成 26 年４月１日から施行する。 

  ２ この通知による改正前の本要領により実施した事業については、なお、従前 

  の例による。 


